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（１）収益的収入及び支出（税込）

収　　入

当初予算額

円 円

1． 1,692,439,000 0

1.営 業 収 益 1,222,031,000 0

2.営 業 外 収 益 470,407,000 0

3.特 別 利 益 1,000 0

支　　出

当初予算額
予備費
支出額

流用増減額
法第24条第３項
の規定による支
出額

小　　計
法第26条第2
項の規定によ
る繰越額

円 円 円 円 円 円

1.営 業 費 用 1,700,296,000 0 △ 18,288,000 0 1,661,065,000 0

3.特 別 損 失 1,000 0 0 0 1,000 0

4.予 備 費 1,253,000 0 △ 1,253,000 0 0 0

補正予算額

円

0

0

△ 20,943,000

平成３０年度　木津川市水道事業決算報告書

予　　　算　　　額

予　　　算　　　額

水 道 事 業 収 益

法第24条第３項の規定による支出額にかかる財源充当額

0

区　　　分

区　　　分

補正予算額

円

△ 28,973,000

△ 5,513,000

0

△ 23,460,000

0 1,723,825,000

0

1.水 道 事 業 費 用 1,745,439,000 △ 21,614,000 0 0

2.営 業 外 費 用 43,889,000 △ 671,000 19,541,000 0 62,759,000 0
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合　　　計

円 円 円

1,663,466,000 1,669,544,585
うち仮受消費税
及び地方消費税

100,124,272 円

1,198,571,000 1,202,024,780
うち仮受消費税
及び地方消費税

88,339,438 円

464,894,000 467,519,805
うち仮受消費税
及び地方消費税

11,784,834 円

1,000 0
うち仮受消費税
及び地方消費税

0 円

合　　　計

円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

55,470,856 円

1,661,065,000 1,657,275,667 0
うち仮払消費税
及び地方消費税

55,470,856 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

0 円

1,000 0 0
うち仮払消費税
及び地方消費税

0 円

0 0 0
うち仮払消費税
及び地方消費税

0 円

1,000

予　　　算　　　額

予　　　算　　　額

3,789,333

6,078,585

3,453,780

決　算　額

0

備　　　　考

決　算　額 法第26条第2項の規定による繰越額

備　　　　考

（　　）は確定消費税額

△ 1,000

予算額に比べ決算額の増減

2,625,805

不　用　額

1,723,825,000 1,720,026,467 0 3,798,533

（30,112,200円）

8,200

（30,112,200円）

62,759,000 62,750,800 0
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（２）資本的収入及び支出（税込）

収　　入

法第26条の規定
による繰越額に
かかる財源充当
額

継続費逓次繰
越額にかかる
財源充当額

円 円 円

1.加 入 金 0 0

3.出 資 金 0 0

4.固定資産売払収入 0 0

5.その他資本的収入 0 0

支　　出

当初予算額
予備費
支出額

流用増減額 小計
法第26条の
規定による
繰　越　額

継続費
逓　次
繰越額

円 円 円 円 円 円

1. 594,498,000 0 0 518,356,000 0 0

　　　　　　　　　　　　　1.建 設 改 良 費 492,375,000 0 0 408,094,000 0 0

　　　　　　　　　　　　　2.企 業 債 償 還 金 91,123,000 0 0 91,045,000 0 0

3.その他資本的支出 10,000,000 0 0 18,217,000 0 0

4.予 備 費 1,000,000 0 0 1,000,000 0 0

126,089,000

46,771,000

0

0

211,971,000

円

104,036,000

　　資本的収入額から資本的支出額に対して不足する額 304,419,616円は、資本的収支調整額  15,062,028円及び過年度留保資金

8,217,000

0

円

△ 76,142,000

△ 84,281,000

資 本 的 支 出

△ 78,000

補正予算額

△ 11,108,000

0

10,000,000 8,215,000

区　　　分

1,000

円

197,663,000

補正予算額
区　　　分

2.工 事 負 担 金 25,747,000

22,053,000

1．資 本 的 収 入

△ 4,852,000

予　　　算　　　額

小　　　計当初予算額

予　　　算　　　額

0

0

14,308,000

18,215,000

1,000

20,895,000

57,879,000
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合　　　計

円 円 円

126,089,000 126,090,000
うち仮受消費税
及び地方消費税

9,340,000 円

46,771,000 46,771,000
うち仮受消費税
及び地方消費税

0 円

1,000 0
うち仮受消費税
及び地方消費税

0 円

18,215,000 18,216,440
うち仮受消費税
及び地方消費税

0 円

合　　　計
法第26条の規定
による繰越額

継 続 費
逓    次
繰 越 額

合　　計

円 円 円 円 円 円

518,356,000 516,393,088 0 0 0 1,962,912
うち仮払消費税
及び地方消費税

24,402,028 円

408,094,000 407,134,844 0 0 0 959,156
うち仮払消費税
及び地方消費税

24,402,028 円

91,045,000 91,041,804 0 0 0 3,196
うち仮払消費税
及び地方消費税

0 円

18,217,000 18,216,440 0 0 0 560
うち仮払消費税
及び地方消費税

0 円

1,000,000 0 0 0 0 1,000,000
うち仮払消費税
及び地方消費税

0 円

備　　　　考

うち仮受消費税
及び地方消費税

うち仮受消費税
及び地方消費税

円9,340,000

円0

翌年度繰越額

211,973,472

20,896,032

1,000

決　算　額

決　算　額 予算額に比べ決算額の増減

予　　　算　　　額

 289,357,588円で補てんした。

211,971,000

備　　　　考不　用　額

2,472

予　　　算　　　額

△ 1,000

0

1,440

1,03220,895,000
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（単位：円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益（△は純損失） △ 65,543,910

　　減価償却費 748,778,905

　　固定資産除却費 179,054

　　減損損失 0

　　引当金の増減額 △ 193,629

　　繰延勘定等償却 0

　　長期前受金戻入額 △ 294,325,476

　　受取利息及び受取配当金 △ 1,057,509

　　支払利息 32,212,112

　　固定資産売却損益 0

　　有価証券売却損益 0

　　未収金の増減額（△は増加） 77,484,230

　　受取手形の増減額（△は増加） 0

　　たな卸資産の増減額（△は増加） 618,568

　　前払金の増減額（△は増加） 0

　　前払費用の増減額（△は増加） 0

　　その他流動資産の増減額（△は増加） 90,900,054

　　未払金の増減額（△は減少） △ 186,846,813

　　前受金の増減額（△は減少） 0

　　その他流動負債の増減額（△は減少） △ 10,068,627

　　　小計 392,136,959

　　利息及び配当金の受取額 1,057,509

　　利息の支払額 △ 32,212,112
 業務活動によるキャッシュ・フロー 360,982,356

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 564,797,395

　　有形固定資産の売却による収入 0

　　無形固定資産の取得による支出 0

　　無形固定資産の売却による収入 0

　　固定資産の除却による支出 0

　　有価証券の取得による支出 0

　　有価証券の売却による収入 0

　　国・府庫補助金等による収入 15,530,000

　　寄附金による収入 0

　　加入金・工事負担金による収入 144,082,592

　　基金の取り崩しによる収入 0
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 405,184,803

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　一時借入れによる収入 0

　　一時借入金の償還による支出 0

　　建設改良費等財源に充てるための企業債による収入 0

　　建設改良費等財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 91,041,804

　　その他の企業債の償還による支出 0

　　他会計からの出資による収入 116,443,000

　　リース債務の返済による支出 0
 財務活動によるキャッシュ・フロー 25,401,196
 資金に係る換算差額 0

資金の増加額（又は減少額） △ 18,801,251

資金期首残高 2,630,054,854

資金期末残高 2,611,253,603

平成３０年度木津川市水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）



−  6  −

（単位：円）

１．

（１）給 水 収 益 1,105,459,999

（２）受 託 工 事 収 益 0

（３）他 会 計 負 担 金 1,863,000

（４）そ の 他 営 業 収 益 6,362,343 1,113,685,342

２．

（１）原 水 及 び 浄 水 費 638,338,698

（２）配 水 及 び 給 水 費 81,501,872

（３）総 係 費 131,802,230

（４）減 価 償 却 費 748,778,905

（５）資 産 減 耗 費 468,083

（６）そ の 他 営 業 費 用 915,023 1,601,804,811

488,119,469

３．

（１）受 取 利 息 1,057,509

（２）財政調整基金繰入金 92,592,593

（３）下 水 道 負 担 金 54,638,921

（４）他 会 計 負 担 金 8,890,000

（５）雑 収 益 4,230,472

（６）長期 前受 金等 戻入 294,325,476 455,734,971

４．

（１）支 払 利 息 32,212,112

（２）雑 支 出 947,300 33,159,412 422,575,559

65,543,910

５．

（１）特 別 利 益 0 0

６．

（１）過年 度損 益修 正損 0 0 0

65,543,910

1,387,688,059

1,322,144,149

平成３０年度　木津川市水道事業損益計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営  業  外  収  益

営  業  外  費  用

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

営　業　損　失

経　常　損　失
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　　剰　余　金　計　算　書　（税抜）

　　　平成３０年度　木津川市水道事業剰余金計算書

前年度末残高 1,128,674,452 7,680,453 1,503,723,282 5,195,682,084 2,154,323,843 3,502,174,941

前年度処分額 0 0 0 0 0 0

条例による処分額 0 0 0 0 0 0

利益積立金の積み立て

減債積立金の積み立て

建設改良積立金の積み立
て

当年度変動額 46,771,000 0 0 116,750,000 0 △ 81,783,560

46,771,000

基金の発生 18,216,440

基金の取り崩し △ 100,000,000

資本剰余金への受入れ 20,896,032 116,750,000

△ 20,896,032

当年度純利益（△は純損失）

　   　　 　注 　この計算書における△表記は、減少、損失又は欠損を示すものです。

　　　　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

資 本 金

資本剰余金から長期前受金へ

1,503,723,282

1,503,723,282

当年度末残高

資　本　剰　余　金

自己資本金

5,312,432,084

2,154,323,843

その他未処分利益剰余金変動額

処分後残高 1,128,674,452 7,680,453

積立金の取り崩し

出資による資本金へ組入れ

3,420,391,3812,154,323,8431,175,445,452 7,680,453

剰　余　金

受贈財産
評 価 額

その他資本
剰余金（基金）

諸分担金
（その他諸分担金）

5,195,682,084

諸補助金
諸分担金

（工事負担金）

3,502,174,941
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（単位　　　円）

12,363,584,603 141,440,712 72,500,000 348,208,345 1,387,825,954 1,949,975,011 15,442,234,066

0 137,895 0 0 △ 137,895 0 0

0 137,895 0 0 △ 137,895 0 0

0 0 0

0 137,895 △ 137,895 0 0

0 0 0

34,966,440 0 0 0 △ 65,543,910 △ 65,543,910 16,193,530

0 0 46,771,000

18,216,440 0 18,216,440

△ 100,000,000 0 △ 100,000,000

137,646,032 0 137,646,032

0 0 0

△ 20,896,032 0 △ 20,896,032

0 0 0

0 △ 65,543,910 △ 65,543,910 △ 65,543,910
（繰越利益剰余金）

1,322,144,149

資　本　剰　余　金

12,363,584,603

72,500,000

資本剰余金
合　　　　計

348,208,34512,398,551,043 141,578,607

348,208,345

剰　余　金

141,578,607 72,500,000 1,387,688,059

15,458,427,5961,884,431,101

15,442,234,0661,949,975,011

未処分利益剰余金
（その他利益剰余金含む）

建設改良
積 立 金

利益剰余金
合　　　　計

資本合計

利　益　剰　余　金

減  債
積立金

利　益
積立金
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（単位：円）

１．

（１）

イ 土 地 3,965,549,701 3,965,549,701

ロ 建 物 1,186,777,607

△ 260,296,153 926,481,454

ハ 構 築 物 34,718,738,701

△ 12,605,711,888 22,113,026,813

ニ 機 械 及 び 装 置 3,139,931,900

△ 1,510,394,581 1,629,537,319

ホ 車 両 運 搬 具 27,190,682

△ 23,328,802 3,861,880

ヘ 器 具 備 品 71,795,218

△ 36,299,413 35,495,805

ト 5,914,791 5,914,791

チ リ ー ス 資 産 5,617,520

△ 5,055,768 561,752

28,680,429,515

（２）

838,538

838,538

（３）

3,420,391,381

3,420,391,381

32,101,659,434

２．

（１） 2,611,253,603

（２） 347,450,696

△ 6,120,594 341,330,102

（３） 21,101,130

2,973,684,835

35,075,344,269

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

基 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

投 資

平成３０年度　木津川市水道事業貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

資  産  の  部

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計
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３．

（１）

1,809,023,480

（２） 0

（３） 272,925,558

2,081,949,038

４．

（１）

97,418,035

（２） 0

（３） 154,742,048

（４） 17,963,436

（５） 73,128,785

343,252,304

５．

（１） 23,049,507,321

（２） △ 5,857,791,990 17,191,715,331

19,616,916,673

６．

（１） 1,175,445,452

1,175,445,452

７．

（１）

イ 諸 補 助 金 7,680,453

ロ 諸 分 担 金 6,816,155,366

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 2,154,323,843

二 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,420,391,381

12,398,551,043

（２）

イ 減 債 積 立 金 141,578,607

ロ 利 益 積 立 金 72,500,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 348,208,345

ニ そ の 他 利 益 剰 余 金 1,308,727,680

ホ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 13,416,469

1,884,431,101

14,282,982,144

15,458,427,596

35,075,344,269

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰   余   金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

流 動 負 債 合 計

資  本  の  部

資   本   金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

繰  延  収  益

負 債 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

企 業 債

建 設 改 良 企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

賞 与 等 引 当 金

そ の 他 預 り 金

企 業 債

建 設 改 良 企 業 債

リ ー ス 債 務

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

負  債  の  部

固  定  負  債



 
 
 
 
 
 

決 算 附 属 資 料 
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平成３０年度 木津川市水道事業報告書 
 

１．概   況 
（１）総括事項 

     平成３０年度末給水人口は、城山台地区の人口増加の影響もあり、前年度より１，
０８５人増え７７，４６３人となりましたが、１０月分から隔月検針を導入した

影響で水道料金の調定月数が１１．５月となったことなどにより、年間総有収水

量が前年度比３．８８％減の、７，２５７，６２２㎥となりました。 
平成３０年度の経営状況について、総収益では、隔月検針導入初年度の影響で

給水収益が前年度比３．８１％、４３，７５９，５２６円減少したことや、下水

道負担金などが減少したことにより、前年度比３．７９％、６１，８７８，１３

１円減少し、１，５６９，４２０，３１３円にとどまり、総費用では、減価償却

費増加の影響などにより６，４２３，６６２円増加し、１，６３４，９６４，２

２３円となったことにより、収益的収支では、差引き６５，５４３，９１０円の

税抜純損失となりました。 
経営指数を示す給水原価も年間総有収水量の減少により、前年度比８．６１円

増加し、１８４．７２円となりました。一方、供給単価は０．１１円増加し、１

５２．３２円となりましたので、前年度比８．５円経営が悪化いたしました。 
しかし、この悪化は、隔月検針導入初年度の影響によるものであり、来年度に

ついては、好転する見込みです。 
  また、資本的収支では、資本的収入が２１１，９７３，４７２円（税込）に対
して、資本的支出は５１６，３９３，０８８円（税込）となり、差引き不足額３

０４，４１９，６１６円（税込）は、資本的収支調整額及び損益勘定留保資金で

補てんいたしました。 
なお、平成３０年度の消費税及び地方消費税につきましては、３０，１１２，

２００円の納付となりました。 

工事につきましては、公共下水道関連、単独事業を合わせた配給水管移設及び

配給水管布設を含め、木津地区でφ２５㎜～φ２００㎜布設替延長２，１３３．

５ｍ、加茂地区でφ５０㎜～φ１５０㎜布設替延長３７８．９ｍ、山城地区でφ

４０㎜～φ２００㎜布設替延長３５９．４ｍ、木津川市として総計２，８７１．

８ｍの布設工事を実施いたしました。 



− 12 −

（２）議会議決事項

（３）行政官庁認可事項

特記事項なし

（４）職員に関する事項

平成３１年３月３１日現在

（５）料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

実数

認定第１０号

区分

専決処分の承認を求めることに
ついて（平成29年度木津川市水
道事業会計補正予算第4号）

  Ｈ30. 6. 8

定数

  Ｈ31. 2.21

木津川市水道事業に係る布設工
事監督者及び水道技術管理者に
関する条例の一部改正について

  Ｈ31. 2.21

議案第３１号

２５人

提 出 年 月 日 議 会 議 決 年 月 日

 Ｈ30. 9.27 認定

議 案 番 号 件 名

 Ｈ30. 6. 8 承認

  Ｈ30. 8.30
平成29年度木津川市水道事業会
計決算の認定について

承認第　９号

平成30年度木津川市水道事業会
計補正予算第２号について

  Ｈ31. 2.21  Ｈ31. 3.18 議決

議案第１１号

職員 ３５人

 Ｈ31. 3.18 議決

議案第２１号
平成31年度木津川市水道事業会
計予算について

 Ｈ31. 3.18 議決

議案第８２号
平成30年度木津川市水道事業会
計補正予算第１号について

  Ｈ30.11.30  Ｈ30.12.21 議決
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２．工　　事

（１）建設改良工事の概況 （税込）

１.木津地区

工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

木津川市水道資産整
理評価、アセットマ
ネジメント及び水道
ビジョン改訂業務
うち経営戦略以外の
部分

新水道ビジョン　１００部
新水道ビジョン概要版
　　　　　　　　１００部
水道基本計画

8,253,036 H28. 7.29 H31. 3.29
継続事業

市道木２４号他配給
水管布設替工事

配水管布設工
NS-Eφ100mm   L=  0.4ｍ
NS-Eφ 75mm   L=191.7ｍ
HIVPφ50～25mmL=115.6ｍ
  計　　　    L=307.7ｍ
地下式単口消火栓設置 2基
仮設配給水管設置工

13,724,640 H30. 6.26 H31. 1.30

市道木２９号他配給
水管布設替工事

配水管布設工
NS-Eφ100mm L=  3.4ｍ
NS-Eφ 75mm L=225.9ｍ
HIVPφ 50mm L=  4.5ｍ
  計　　　  L=233.8ｍ
地下式単口消火栓設置 3基
仮設配給水管設置・撤去工

14,284,080 H30. 5.28

H30. 6. 1

H30.11.29

舗装復旧工　A=2,350㎡ 13,504,320

平成３０年度木津川
市配水管布設工事設
計業務

市坂地内仮設配給水
管維持

国道２４号（木津池
田）配給水管移設工
事

市道木１７号他舗装
復旧工事

木津川市水道資産整
理評価、アセットマ
ネジメント及び水道
ビジョン改訂業務
うち経営戦略部分

新水道ビジョン第７章部分
（資産のアセット・マネジメント
含む。）

H30. 7.31

工事設計業務委託

1,674,907 H30. 7.19 H31. 3.13

11,187,200 H28. 7.29 H31. 3.29
継続事業

配水管布設工
GXφ200mm   L=236.9ｍ
GXφ150mm   L= 61.9ｍ
GXφ100mm   L=  7.7ｍ
GXφ 75mm   L=  9.3ｍ
HIVPφ75mm  L=  1.9ｍ
  計　　　  L=317.7ｍ
仮設配給水管撤去工

31,885,920 H30. 5.30 H30.12.7

仮設配水管維持管理 297,000 H30. 4. 1

H30. 9.19

国道２４号（木津池
田）φ１００配水管
布設工事

配水管布設工
GXφ100mm　L=5.8ｍ
構造物撤去工

1,535,760 H30. 4. 2 H30. 4.18
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工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

下水関連（市坂）市
道木１４５号他配給
水管移設工事

H30. 7.26

市道木４３号他配給
水管布設替工事

市道木８０号配給水
管布設替工事

配水管布設工
GX φ150mm L=75.8ｍ
GX φ 75mm L= 2.2ｍ
HIVPφ50mm L= 2.2ｍ
計　　　   L=80.2ｍ
仮設配給水管設置工

7,418,520 H30. 8.29 H31. 1.30

配水管布設工
Kφ150mm　L=5.2ｍ
Kφ 75mm  L=2.2ｍ
HIVPφ50～25mm  L=79.5ｍ
  計　　　      L=86.9ｍ
仮設配給水管撤去工

4,780,080 H30.12.21

H30.11.19 H31. 3.26

H31. 3.29
（契約日）

下水道課と契約

配水管布設工
NS-Eφ150mm L= 85.2ｍ
NS-Eφ100mm L=368.1ｍ
NS-Eφ 75mm L=  1.6ｍ
HIVPφ 50mm L=  7.1ｍ
  計　　    L=462.0ｍ
仮設配給水管設置撤去

21,697,200

清水橋配水管布設替
工事

国道２４号占用管撤
去工事（下水道事業
に対する負担金）

舗装復旧工事水道分費用負担

Ａ＝481㎡
4,239,140

配水管布設工
SSPφ150mm  L=34.2ｍ
既設配水管撤去

4,298,400 H30. 9.28 H30.12. 6

水道工事跡舗装工事
舗装復旧工　A=481㎡

4,270,320 H30. 9.28 H31. 1.31

府道奈良加茂線他配
給水管布設替工事
（１工区）

配水管布設工
K   φ150mm L=  5.6ｍ
NS-Eφ100mm L=516.6ｍ
NS-Eφ 75mm L= 48.3ｍ
HIVPφ 50mm L=  1.7ｍ
  計　　    L=572.2ｍ
地下式単口消火栓設置 2基

17,561,880 H30.10.26 H31. 3. 1

東中央線関連府道天
理加茂木津線配水管
移設工事

配水管布設工
GX φ150mm L=22.7ｍ
仮設配給水管管理 3,443,040 H31. 1.23 H31. 3.28

国道２４号（木津池
田）小川横断配水管
工事

配水管布設工
GX φ200mm L=10.3ｍ
仮設配給水管管理

1,141,560 H31. 2.26 H31. 3.29
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工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

２.加茂地区

工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

平成３０年度木津川
市配水管布設工事設
計業務

工事設計業務委託

174,593 H30. 7.19 H31. 3.13

相楽東配水池低区流
入管安全弁取替更新
工事

安全弁取替工
1,058,400 H30. 9.18 H30.11.21

非常用発電機パワーセクション交
換　1式

（木津南配水池、宮ノ裏浄水場）

17,928,000 H30. 9.28 H31. 3.14

木津受水場他非常用
発電機点検及び部品
交換業務

宮ノ裏浄水場他非常
用発電機パワーセク
ション交換業務

非常用発電機点検及び部品交換
1式

（木津受水場、木津南配水池、
宮ノ裏浄水場）

19,764,000 H30. 9.20 H31. 3.14

ポンプ取替工
H30.11.16

H30.10. 1
船屋浄水場次亜設備
改修工事

次亜タンク取替
PEφ1400×Ｈ1900　　1基
塗装工

7,938,787

810,000

市道加２－１３号他
配給水管布設替工事
（その２）

配水管布設工
GX  φ150mm L=371.8ｍ
GX  φ100mm L=  5.0ｍ
HIVPφ 50mm L=  2.1ｍ
  計　　    L=378.9ｍ
地下式単口消火栓設置 2基
仮設配給水管設置・撤去工

宮ノ裏浄水場塩水ポ
ンプ取替更新工事

吐師受水場テレメー
タ装置取替更新工事
（その４）

H31. 1.11

H31. 2.28

27,981,720 H30. 5.28 H30.12.13

H30. 6.14 H30. 8. 3

H30. 8.29 H31. 2.25
テレメータ装置取替更新     一
式 26,784,000

勝風配水池加圧ポン
プ他取替更新工事

勝風配水池配水池加圧ポンプ取替
更新　一式
加圧ポンプ取替　２台
引込開閉器盤等取替

1,188,000

観音寺浄水場次亜設
備改修工事

次亜タンク取替
PEφ1400×Ｈ1900　　1基
防液堤築造
塗装工

8,561,453 H30.10. 1 H31. 2.28

観音寺浄水場２号ろ
過機浄水弁取替更新
工事

ろ過機浄水弁取替更新 １台
1,338,120 H30. 6.26 H30.10.24
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３.山城地区

工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

1,109,700 H30. 7.19
平成３０年度木津川
市配水管布設工事設
計業務

工事設計業務委託

下水関連（上狛）市
道山１７３号他仮設
配給水管維持

仮設配水管維持管理
340,200 H30.11.27 H31. 3.31

H31. 3.13

木津川市発注分

H30.12.13 H31. 3.27

市道山209号舗装復旧
工事

舗装復旧工　A=914㎡
4,111,560 H30. 6. 1 H30. 8.17

市道山149号他配給水
管布設替工事

配水管布設工
NS-Eφ75mm L=126.3ｍ
HIVPφ50mm L=　1.6ｍ
  計　　   L=127.9ｍ
地下式単口消火栓設置 1基
仮設配給水管設置・撤去工

6,985,440 H30. 6. 1 H30.10. 3

H30. 8.29 H31. 2.28

下水関連（椿井）市
道山１２７号他仮設
配給水管設置工事

仮設配水管布設工
PEφ100～50mm　L=350.4ｍ
PP・HIVPφ25mm以下
            　 L=116.8ｍ
仮設給水管布設工

5,739,120 H30. 7.25 H31. 2.12

下水関連（上狛）市
道山１７３号他仮設
配給水管設置工事

配水管布設
HIVPφ40mm L=36.4ｍ
DCIPφ75mm L= 1.3ｍ
  計　　   L=37.7ｍ
仮設配水管設置
PEφ75mm L=135.1ｍ
PEφ50mm L=194.2ｍ
PPφ25mm L=176.4ｍ
仮設給水管設置工

3,929,040 H30. 7.26 H30.11.28

不動中橋配水管布設
替工事

配水管布設工
NS-Eφ100mm L=158.0ｍ
NS-Eφ 75mm L=  3.3ｍ
HIVPφ 50mm L=  2.4ｍ
SSP φ 80mm L= 23.5ｍ
  計　　    L=187.2ｍ

9,793,440

市道山４８号不動北
線舗装修繕工事（そ
の３）

舗装復旧工　A=2,370㎡ 9,534,184 H30. 9.25 H31. 1.31

下水関連（椿井）市
道山１２７号他緊急
先行本設工事

配水管布設工
GXφ200mm L=  0.6ｍ
GXφ100mm L=  1.7ｍ
GXφ 75mm L=  4.3ｍ
  計　　  L=  6.6ｍ

1,054,080
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工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

（略語）

　　ＨＩＶＰ　　 　 →耐衝撃性硬質塩化ビニール管

　　ＤＣＩＰ（GX）  →ダクタイル鋳鉄管（耐震管）

　　ＤＣＩＰ（NS-E）→ダクタイル鋳鉄管（耐震管）

H30.11.20 H31. 3.27

604,800 H30. 7.19

山城浄水場１号ろ過
ポンプ他取替工事

H30. 9.28

ろ過ポンプ取替  １台

2,751,840

山城浄水場逆洗ポン
プ吸込管取替工事

逆洗ポンプ吸込管取替

　　ＰＥ　　　　  　→水道配管用ポリエチレン管（耐震管）

　　ＳＳＰ　　　　　→ステンレス管

　　Ｋ　　　　　　　→ダクタイル鋳鉄管
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（２）保存工事の概況（税込）

１．木津地区

工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

量水器取替

φ13㎜　 　　　   236件
φ20㎜　　　  　1,131件
φ25㎜　　　　　   23件
φ40㎜　　　　　   52件
φ50㎜　　　　　   24件
φ75㎜　　　　　    6件
φ100㎜　　　　　   1件

     　　 計         　　　　　       　　 　　　     1,473件 8,770,572

２．加茂地区

工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

量水器取替

     　　 計         　　　　　       　　 　　　       769件 4,217,832

３．山城地区

工  事  名 施工内容 工事費（円） 着工年月日 竣工年月日 備       考

量水器取替

     　　 計         　　　　　       　　 　　　        49件 275,076

施設維持補修工事 8,770,572 H30.5.1 H31.3.28

施設維持補修工事 4,217,832 H30.5.1 H31.1.31

φ13㎜　 　 　  354件
φ20㎜　　  　  393件
φ25㎜　　　　　 17件
φ40㎜　　　　　  5件

施設維持補修工事 275,076 H30.6.1 H30.6.29

φ13㎜　 　 　　 28件
φ20㎜　　  　   18件
φ25㎜　　　　　  2件
φ40㎜　　　　　  1件
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77,463 人 76,378 人 1,085 人 1.42 %

30,577 戸 29,818 戸 759 戸 2.55 %

24,777 個 24,316 個 461 個 1.90 %

25,618 ｍ3 24,727 ｍ3 891 ｍ3 3.60 %

8,343,567 ｍ3 8,323,580 ｍ3 19,987 ｍ3 0.24 %

22,859 ｍ3 22,804 ｍ3 55 ｍ3 0.24 %

7,257,622 ｍ3 7,550,391 ｍ3 △ 292,769 ｍ3 △ 3.88 %

19,884 ｍ3 20,686 ｍ3 △ 802 ｍ3 △ 3.88 %

86.98 ％ 90.71 ％ △ 3.73 ポイ
ント △ 4.11 %

184.72 円 176.11 円 8.61 円 4.89 %

152.32 円 152.21 円 0.11 円 0.07 %

1,113,685,342 円 1,159,438,173 円 △ 45,752,831 円 △ 3.95 ％

1. 給 水 収 益 1,105,459,999 円 1,149,219,525 円 △ 43,759,526 円 △ 3.81 ％

2. 受 託 工 事 収 益 0 円 2,272,640 円 △ 2,272,640 円

3. 他 会 計 負 担 金 1,863,000 円 1,854,000 円 9,000 円 0.49 ％

4. そ の 他 営 業 収 益 6,362,343 円 6,092,008 円 270,335 円 4.44 ％

455,734,971 円 471,860,271 円 △ 16,125,300 円 △ 3.42 ％

1. 受 取 利 息 1,057,509 円 1,022,988 円 34,521 円 3.37 ％

2. 財政調整基金繰入金 92,592,593 円 101,851,852 円 △ 9,259,259 円 △ 9.09 ％

3. 下 水 道 負 担 金 54,638,921 円 60,008,778 円 △ 5,369,857 円 △ 8.95 ％

4. 他 会 計 負 担 金 8,890,000 円 9,274,000 円 △ 384,000 円 △ 4.14 ％

5. 雑 収 益 4,230,472 円 2,974,274 円 1,256,198 円 42.24 ％

6. 長期前受金等戻入 294,325,476 円 296,728,379 円 △ 2,402,903 円 △ 0.81 ％

0 円 0 円 0 円

1. そ の 他 特 別 利 益 0 円 0 円 0 円

固 定 資 産 売 払 益 0 円 0 円 0 円

1,569,420,313 円 1,631,298,444 円 △ 61,878,131 円 △ 3.79 ％

営 業 外 収 益

特 別 利 益

皆　減

合　　　計

対前年度同期比較

給 水 原 価

供 給 単 価

-

-

-

営 業 収 益

増　減　額 増減率

（２）事業収入に関する事項（税抜）

年 間 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

年 間 給 水 量

区　　　分 平成３０年度 平成２９年度

平成２９年度
対前年度同期比較

増　減 増減率

一 日 平 均 給 水 量

有 収 水 量 率

3.業　　務

年 度 末 給 水 人 口

年 度 末 給 水 戸 数

量 水 器 設 置 数

一 日 最 大 配 水 量

（１）業　務　量

事　　　項 平成３０年度
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1,601,804,811 円 1,594,482,847 円 7,321,964 円 0.46 ％

1. 原 水 及 び 浄 水 費 638,338,698 円 634,611,322 円 3,727,376 円 0.59 ％

2. 配 水 及 び 給 水 費 81,501,872 円 81,954,659 円 △ 452,787 円 △ 0.55 ％

3. 総 係 費 131,802,230 円 141,460,479 円 △ 9,658,249 円 △ 6.83 ％

4. 減 価 償 却 費 748,778,905 円 735,990,883 円 12,788,022 円 1.74 ％

5. 資 産 減 耗 費 468,083 円 340,526 円 127,557 円 37.46 ％

6. そ の 他 営 業 費 用 915,023 円 124,978 円 790,045 円 632.15 ％

33,159,412 円 34,057,714 円 △ 898,302 円 △ 2.64 ％

1. 支 払 利 息 32,212,112 円 33,257,245 円 △ 1,045,133 円 △ 3.14 ％

2. 雑 支 出 947,300 円 800,469 円 146,831 円 18.34 ％

0 円 0 円 0 円

1. 過年度損失修正額 0 円 0 円 0 円

1,634,964,223 円 1,628,540,561 円 6,423,662 円 0.39 ％

　　特記事項なし

増　減　額 増減率

（３）事業費に関する事項（税抜）

区　　　分 平成３０年度 平成２９年度
対前年度同期比較

（４）その他主要な事項

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

-

合　　　計

-
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（１）重要契約の要旨

１.木津地区 （税込）

契約の相手方

15,660,000 株式会社東海林鉄工

34,063,200 宮城建設株式会社

13,722,480 木津川道路株式会社

13,813,200 有限会社白川設備

26,784,000
日本エレクトロニツクシステムズ
株式会社

19,764,000
株式会社カワサキマシンシステム
ズガスタービン統括本部サービス
本部西部事業所

17,928,000
株式会社カワサキマシンシステム
ズガスタービン統括本部サービス
本部西部事業所

17,874,000 株式会社清水エンジニアリング

20,196,000 株式会社清水エンジニアリング

２．加茂地区 （税込）

契約の相手方

28,166,400 株式会社西脇産業

H30. 5.30 国道２４号（木津池田）配給水管移設工事

H30. 5.28 下水関連（市坂）市道木１３８号他配給水管移設工事

H30. 6. 1

H30. 9.20 木津受水場他非常用発電機点検及び部品交換業務

市道木１７号他舗装復旧工事

H30.6.26 市道木２４号他配給水管布設替工事

４.会　　　計

契約年月日 契約金額（円）

H30. 9.28

契約の内容

H30. 8.29 吐師受水場テレメータ装置取替更新工事（その４）

契約年月日 契約金額（円） 契約の内容

H30.11.19 市道木４３号他配給水管布設替工事

宮ノ裏浄水場他非常用発電機パワーセクション交換業務

H30.10.26 府道奈良加茂線他配給水管布設替工事（１工区）

H30. 5.28 市道加２－１３号他配給水管布設替工事（その２）
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（２）企業債及び一時借入金の概況

1,997,483,319 円

0 円

91,041,804 円

1,906,441,515 円

0 円

0 円

0 円

（３）その他会計経理に関する重要事項

　　

５．付　帯　事　項

（１）給水装置工事の概況

６．そ　の　他
（１）決算日後に生じた企業の状況に関する重要な事実

（２）そ　の　他

平成３０年１０月より検針業務を毎月検針から隔月検針へ変更する。

　　特記事項なし

（イ）企業債の概況

本年度末残高

前年度末残高

本年度償還額

本年度期末残高

（ロ）一時借入金の概況

本年度借入額

前年度末残高

本年度中における借入残高最高額

562 件 520 件 42 件 108.08 ％

備　　　考
増　減 比　率

新設及び増設工事

区分 平成３０年度 平成２９年度
比　　　較
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収 益 の 部

備　　　考

1. 水道事業収益 1,569,420,313

1. 営 業 収 益 1,113,685,342

1. 給 水 収 益 1,105,459,999

1. 水 道 料 金 1,105,459,999

2. 受 託 工 事 収 益 0

1. 給 水 装 置 工 事 収 益 0

3. 他 会 計 負 担 金 1,863,000

1. 他 会 計 負 担 金 1,863,000 消火栓維持管理費等

4. そ の 他 営 業 収 益 6,362,343

1. 手 数 料 6,192,000

指定手数料 　　       90,000円
設計手数料         3,039,000円
工事検査手数料   　3,063,000円

2. 雑 収 益 170,343 契約書代等

2. 営業外 収益 455,734,971

1. 受 取 利 息 1,057,509

1. 預 金 利 息 1,057,509

2. 財政調整基金繰入金 92,592,593

1. 財政調整基金繰入金 92,592,593

3. 下 水 道 負 担 金 54,638,921

1. 下 水 道 負 担 金 54,638,921

下水道使用料徴収委託料 41,263,067円
量水器取替費用　    　　7,071,298円
下水道負担費用        　6,304,556円

4. 他 会 計 負 担 金 8,890,000

1. 一 般 会 計 負 担 金 8,890,000

旧瓶原簡易水道事業企業債利子償還負担金
　7,220,000円

児童手当負担金　　　　 1,670,000円

5. 雑 収 益 4,230,472

1. 不 用 品 売 却 収 益 750,595

2. そ の 他 雑 収 益 3,479,877

職員駐車場使用料
水道用地占用料等

ネーミングライツ料    1, 000,008円
有料広告料  　   233,334円

6. 長期前受金等戻入 294,325,476

1. 長 期 前 受 金 戻 入 294,325,476

2. 引 当 金 戻 入 0

3. 特 別 利 益 0

1. そ の 他 特 別 利 益 0

１. そ の 他 特 別 利 益 0

1,569,420,313

金　　　額

（単位：円）

款 項

収　　入　　合　　計

節目

 収益費用明細書（税抜）
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費 用 の 部

備　　　考

1. 水道事業費用 1,634,964,223

1. 営 業 費 用 1,601,804,811

1. 原 水 及 び 浄 水 費 638,338,698

1. 給 料 21,549,318 予算額 21,550,000円  　　 ５名分

2. 手 当 9,776,345 予算額 10,018,000円 　    ５名分

3. 法 定 福 利 費 10,293,227 予算額 10,294,000円 　    ５名分

4. 備 消 耗 品 費 375,217

5. 委 託 料 58,013,603

施設植栽管理業務　12,194,000円
浄水場宿日直業務  10,806,000円

浄水場施設管理業務   1,257,000円
水質検査委託業務   4,562,002円

6. 手 数 料 3,050,000 電気保安業務等

7. 賃 借 料 0

8. 修 繕 費 14,762,900 施設修繕費

9. 動 力 費 108,620,635 施設電気代

10. 薬 品 費 3,896,736 並塩    574,000円
次亜塩素酸ｿｰﾀﾞ　3,322,736円

11. 受 水 費 404,391,985
奈良市    32,056㎥       5,449,520円
京都府 4,280,794㎥ 　  398,942,465円

賞与引当金繰入額　3,025,257円

法定福利費繰入額　　583,475円

2. 配 水 及 び 給 水 費 81,501,872

1. 給 料 13,273,806 予算額 13,275,000円　     3名分

2. 手 当 8,090,052 予算額  9,259,000円　     3名分

3. 法 定 福 利 費 6,634,398 予算額  6,641,000円　     3名分

4. 被 服 費 71,150

5. 備 消 耗 品 費 481,912

6. 燃 料 費 986,878 公用車ｶﾞｿﾘﾝ代等

7. 印 刷 製 本 費 141,888 設計図書印刷代等

8. 受 託 工 事 費 0

9. 委 託 料 13,752,116
給水装置修繕等受付対応業務委託料

8,361,114円
毎日水質検査委託料    2,866,002円

10. 賃 借 料 3,824,486 ﾃﾚﾒｰﾀ回線料 3,400,080円

11. 修 繕 費 30,520,081 配給水管修繕費    17,394,401円
量水器取替費      12,281,000円

12. 路 面 復 旧 費 21,330 路面復旧用資材費

13. 材 料 費 1,395,959 修理用材料費等

賞与引当金繰入額　1,934,704円

法定福利費繰入額　　373,112円

3. 総 係 費 131,802,230

1. 報 酬 2,123,424 嘱託職員　　１名分

2. 給 料 35,225,316 予算額 35,227,000円　　   ８名分

3. 手 当 18,420,420 予算額 19,928,000円　　   ８名分

4. 賃 金 1,605,479 臨時職員　１名分

5. 法 定 福 利 費 18,281,187 予算額 18,290,000円 　     9名分

6. 旅 費 103,990 職員出張旅費

7. 備 消 耗 品 費 1,263,254

8. 燃 料 費 64,370 庁用ｶﾞｽ代

9. 印 刷 製 本 費 3,403,612 書籍購入・追録代        801,433円
各種様式印刷代       2,545,800円

10. 通 信 運 搬 費 4,719,942 電話代 1,680,273円

14.

（単位：円）

賞与引当金等繰入額

金　　　　額節項

12. 3,608,732

賞与引当金等繰入額 2,307,816

目款
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備　　　考

3. 総 係 費

11. 委 託 料 29,317,238

検針業務委託料 18,120,482円
　　　宿日直業務委託料  3,612,889円

システム保守点検等委託料  3,175,362円
水道料金口座振替委託料  2,345,348円

12. 手 数 料 3,004,679
水道料金徴収手数料    172,510円

ヤフー公金払い手数料　  923,279円
コンビニ収納手数料　1,658,340円

13. 賃 借 料 1,146,480 各種ｼｽﾃﾑ機器等ﾘｰｽ料等

14. 修 繕 費 125,100 庁舎機器修理代

15. 補 償 金 8,618

16. 研 修 費 0

17. 厚 生 費 0

18. 会 費 負 担 金 255,142 各種会費

19. 保 険 料 897,019

自動車損害共済保険料  233,914円
 建物災害共済保険料 　77,495円

　　自賠責保険料  181,560円
　　　　損害保険料  404,050円

20. 雑 費 149,307 公用車重量税 141,200円
軽油税 　8,107円

賞与引当金繰入額　5,140,515円

法定福利費繰入額　　991,582円

貸倒引当金繰入額 5,555,556円

4. 減 価 償 却 費 748,778,905

1.
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

454,453,429

2.
みなし償却分有形固定
資 産 減 価 償 却 費

294,325,476

5. 資 産 減 耗 費 468,083

1. 固 定 資 産 除 却 費 179,054

公用車 １台買替えに伴う除却
(京都580か5610）　　64,054円

向陽台加圧ポンプ室取壊しによる
資産減耗費　  　　　 115,000円

2. 棚 卸 資 産 消 耗 費 289,029

6. そ の 他 営 業 費 用 915,023

1. 雑 支 出 915,023

2. 営業外 費用 33,159,412

1. 支 払 利 息 32,212,112

1. 企 業 債 利 息 32,212,112 地方公共団体金融機構   22,212,737円
財務大臣財政融資資金    9,999,375円

3. 雑 支 出 947,300

1. 雑 支 出 947,300

3. 特 別 損 失 0

1. 過年度損益修正損 0

1,634,964,223

1. 過 年 度 損 益 修 正 損 0

支　　出　　合　　計

21. 賞与引当金等繰入額 11,687,653

（単位：円）

款 項 目 節 金　　　　額
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収 入 の 部

備　　　考

1. 資 本 的 収 入 202,633,472

1. 加 入 金 116,750,000

1. 加 入 金 116,750,000

1. 加 入 金 116,750,000 加入金 562件

2. 工事負 担金 20,896,032

1. 工 事 負 担 金 20,896,032

1. 工 事 負 担 金 20,896,032 木津川市

3. 出 資 金 46,771,000

1. 出 資 金 46,771,000

1. 出 資 金 46,771,000

水道管路耐震化事業分
25,731,000円

旧瓶原簡易水道事業元金償還費
16,040,000円

経営戦略策定分　5,000,000円

4.
固 定 資 産
売 却 金

0

1.
固 定 資 産
売 却 金

0

1.
固 定 資 産
売 却 金

0

5.
そ の 他
資本的 収入

18,216,440

1. 基 金 18,216,440

1. 基 金 18,216,440

202,633,472

節

資本的収支明細書（税抜）

収　　入　　合　  計

目

（単位：円）

金　　　額款 項
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支 出 の 部

備　　　考

1. 資 本 的 支 出 491,991,060

1. 建設改 良費 382,732,816

1.
原浄水及び配給水
設 備 改 良 費

378,540,146

1. 原 浄 水 設 備 改 良 費 79,946,000 委託料  34,900,000円
工事請負費 45,046,000円

2.
配 水 及 び 給 水
設 備 改 良 費

298,594,146

報酬1名分  2,161,920円
給料9名分 34,857,522円
手当9名分 22,726,547円

法定福利費10名分 18,314,377円
委託料  20,721,701円

工事請負費 199,812,079円

2. 固 定 資 産 購 入 費 4,192,670

1. 量 水 器 購 入 費 3,491,400

φ100     3個  φ75      3個
φ50    15個  φ40     33個
φ30     5個  φ25     30個
φ20   500個　φ13     13個

2. 車 両 購 入 費 701,270 水道業務課公用車１台

2. 企業債償還金 91,041,804

1. 企 業 債 償 還 金 91,041,804

1. 元 金 償 還 金 91,041,804 地方公共団体金融機構　   63,205,035円
財務大臣財政融資資金 　  27,836,769円

3.
そ の 他
資本的 支出

18,216,440

1. 基 金 積 立 金 18,216,440

1. 基 金 積 立 金 18,216,440

491,991,060

(上記にφ75 2個、φ13 3個 遠隔メーター
  含む。）

（単位：円）

支　　出　　合　  計

節 金　　　額目款 項
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（
１
）
有
形
固
定
資
産
明
細
書

当
年
度
増
加
額

当
年
度
減
少
額

累
計

1.
3,
96
5,
54
9,
70
1

0
0

3,
96
5,
54
9,
70
1

0
0

0
3,
96
5,
54
9,
70
1

2.
0

0
0

0
0

0
0

0

3.
1,
18
6,
77
7,
60
7

0
0

1,
18
6,
77
7,
60
7

9,
35
4,
47
9

0
26
0,
29
6,
15
3

92
6,
48
1,
45
4

4.
34
,3
81
,0
85
,7
89

33
9,
95
2,
91
2

2,
30
0,
00
0

34
,7
18
,7
38
,7
01

66
8,
64
2,
63
2

2,
18
5,
00
0

12
,6
05
,7
11
,8
88

22
,1
13
,0
26
,8
13

5.
3,
07
1,
01
4,
96
6

68
,9
16
,9
34

0
3,
13
9,
93
1,
90
0

64
,7
81
,1
86

0
1,
51
0,
39
4,
58
1

1,
62
9,
53
7,
31
9

6.
27
,7
70
,4
92

70
1,
27
0

1,
28
1,
08
0

27
,1
90
,6
82

97
3,
51
4

1,
21
7,
02
6

23
,3
28
,8
02

3,
86
1,
88
0

7.
71
,7
95
,2
18

0
0

71
,7
95
,2
18

5,
02
7,
09
4

0
36
,2
99
,4
13

35
,4
95
,8
05

8.
5,
61
7,
52
0

0
0

5,
61
7,
52
0

0
0

5,
05
5,
76
8

56
1,
75
2

42
,7
09
,6
11
,2
93

40
9,
57
1,
11
6

3,
58
1,
08
0

43
,1
15
,6
01
,3
29

74
8,
77
8,
90
5

3,
40
2,
02
6

14
,4
41
,0
86
,6
05

28
,6
74
,5
14
,7
24

9.
33
,0
93
,4
02

5,
91
4,
79
1

33
,0
93
,4
02

5,
91
4,
79
1

0
0

0
5,
91
4,
79
1

42
,7
42
,7
04
,6
95

41
5,
48
5,
90
7

36
,6
74
,4
82

43
,1
21
,5
16
,1
20

74
8,
77
8,
90
5

3,
40
2,
02
6

14
,4
41
,0
86
,6
05

28
,6
80
,4
29
,5
15

（
２
）
無
形
固
定
資
産
明
細
書

83
8,
53
8

0
0

0
83
8,
53
8

83
8,
53
8

0
0

0
83
8,
53
8

（
３
）
投
　
　
　
　
資

3,
50
2,
17
4,
94
1

18
,2
16
,4
40

10
0,
00
0,
00
0

3,
42
0,
39
1,
38
1

3,
50
2,
17
4,
94
1

18
,2
16
,4
40

10
0,
00
0,
00
0

3,
42
0,
39
1,
38
1

基
金

計

電
話

加
入

金

計

（
単
位
：
円
）

資
産
の
種
類

年
度

当
初

現
在

高
当

年
度

増
加

額
当

年
度

減
少

額
年

度
末

現
在

高
備
考

資
産
の
種
類

年
度

当
初

現
在

高
当

年
度

増
加

額
当

年
度

減
少

額
当

年
度

減
価
償
却
高

年
度

末
現

在
高

備
考

器
具

備
品

リ
ー

ス
資

産

小
　
　
計

建
設

仮
勘

定

合
　
　
計

（
単
位
：
円
）

土
地

立
木

建
物

構
築

物

機
械
及
び
装
置

車
両

運
搬

具

固
定
資
産
明
細
書
（
税
抜
）
木
津
川
市

（
単
位
：
円
）

資
産
の
種
類

年
度

当
初

現
在

高
当

年
度

増
加

額
当

年
度

減
少

額
年

度
末

現
在

高

減
価

償
却

累
計

額
年

度
末

償
却
未
済
額

備
考
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当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計

H
2
4
.
 
3
.
2
7

4
0
8
,
5
0
0
,
0
0
0

1
3
,
4
6
3
,
2
9
1

2
6
,
7
0
0
,
5
9
2

3
8
1
,
7
9
9
,
4
0
8

－
1
.
7
0

令
和
2
3
年
度

木
津
地
区

H
2
5
.
 
5
.
 
9

1
2
0
,
8
0
0
,
0
0
0

4
,
1
1
8
,
1
4
8

4
,
1
1
8
,
1
4
8

1
1
6
,
6
8
1
,
8
5
2

－
1
.
3
0

令
和
2
4
年
度

木
津
地
区

5
2
9
,
3
0
0
,
0
0
0

1
7
,
5
8
1
,
4
3
9

3
0
,
8
1
8
,
7
4
0

4
9
8
,
4
8
1
,
2
6
0

－

H
 
5
.
 
3
.
2
5

1
7
,
4
0
0
,
0
0
0

9
3
8
,
9
4
8

1
3
,
2
0
7
,
5
2
8

4
,
1
9
2
,
4
7
2

－
4
.
4
0

令
和
4
年
度

加
茂
地
区

H
 
6
.
 
3
.
2
3

2
1
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
0
4
6
,
0
8
6

1
5
,
1
6
2
,
4
3
2

5
,
8
3
7
,
5
6
8

－
3
.
6
5

令
和
5
年
度

加
茂
地
区

H
 
7
.
 
3
.
2
7

1
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

4
,
9
9
1
,
5
9
2

6
4
,
7
1
4
,
1
9
7

3
5
,
2
8
5
,
8
0
3

－
4
.
6
5

令
和
6
年
度

加
茂
地
区

H
 
9
.
 
3
.
2
5

3
0
,
0
0
0
,
0
0
0

1
,
3
1
4
,
5
8
8

1
8
,
0
5
7
,
3
1
0

1
1
,
9
4
2
,
6
9
0

－
2
.
8
0

令
和
8
年
度

加
茂
地
区

H
1
1
.
 
5
.
1
9

6
,
0
0
0
,
0
0
0

2
4
6
,
4
2
5

3
,
2
9
2
,
1
0
3

2
,
7
0
7
,
8
9
7

－
1
.
7
0

令
和
1
0
年
度

加
茂
地
区

H
 
5
.
 
3
.
3
0

7
,
4
0
0
,
0
0
0

4
5
9
,
9
2
3

6
,
4
1
6
,
4
1
3

9
8
3
,
5
8
7

－
4
.
5
0

令
和
2
年
度

加
茂
地
区

H
 
6
.
 
3
.
2
3

9
,
0
0
0
,
0
0
0

5
0
9
,
4
7
7

7
,
3
5
4
,
5
5
1

1
,
6
4
5
,
4
4
9

－
3
.
7
0

令
和
3
年
度

加
茂
地
区

H
 
7
.
 
3
.
2
7

6
1
,
2
0
0
,
0
0
0

3
,
5
1
4
,
1
9
8

4
5
,
3
9
0
,
7
5
9

1
5
,
8
0
9
,
2
4
1

－
4
.
7
0

令
和
4
年
度

加
茂
地
区

H
 
7
.
 
3
.
2
7

3
8
,
8
0
0
,
0
0
0

2
,
2
3
3
,
3
8
6

2
8
,
7
4
0
,
1
5
6

1
0
,
0
5
9
,
8
4
4

－
4
.
7
5

令
和
4
年
度

加
茂
地
区

H
 
9
.
 
3
.
2
8

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

9
8
4
,
3
0
1

1
3
,
4
7
1
,
6
8
3

6
,
5
2
8
,
3
1
7

－
2
.
8
5

令
和
6
年
度

加
茂
地
区

H
1
1
.
 
5
.
2
0

2
,
7
0
0
,
0
0
0

1
2
2
,
8
6
9

1
,
6
3
6
,
0
3
2

1
,
0
6
3
,
9
6
8

－
1
.
7
5

令
和
8
年
度

加
茂
地
区

3
1
3
,
5
0
0
,
0
0
0

1
6
,
3
6
1
,
7
9
3

2
1
7
,
4
4
3
,
1
6
4

9
6
,
0
5
6
,
8
3
6

－

償
還

高

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

小
計

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

利
率

小
計

企
　

業
　

債
　

明
　

細
　

書
 
　

　
　

　

（
単
位
：
円
、
％
）

種
　
　
　
　
　
類

償
還

終
期

備
考

発
行

年
月

日
発

行
総

額

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

未
償

還
残

高
発

行
価

額

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金
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当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計

償
還

高
利

率
種
　
　
　
　
　
類

償
還

終
期

備
考

発
行

年
月

日
発

行
総

額
未

償
還

残
高

発
行

価
額

H
 
5
.
 
3
.
2
5

2
0
,
9
0
0
,
0
0
0

1
,
1
2
7
,
8
1
7

1
5
,
8
6
4
,
2
1
3

5
,
0
3
5
,
7
8
7

－
4
.
4
0

令
和
4
年
度

山
城
地
区

H
 
6
.
 
3
.
2
3

7
,
5
0
0
,
0
0
0

3
7
3
,
6
0
2

5
,
4
1
5
,
1
5
5

2
,
0
8
4
,
8
4
5

－
3
.
6
5

令
和
5
年
度

山
城
地
区

H
 
6
.
 
3
.
2
3

9
,
7
0
0
,
0
0
0

4
8
3
,
1
9
2

7
,
0
0
3
,
5
9
7

2
,
6
9
6
,
4
0
3

－
3
.
6
5

令
和
5
年
度

山
城
地
区

H
 
7
.
 
3
.
2
7

1
3
,
6
0
0
,
0
0
0

6
7
8
,
8
5
7

8
,
8
0
1
,
1
3
1

4
,
7
9
8
,
8
6
9

－
4
.
6
5

令
和
6
年
度

山
城
地
区

H
 
8
.
 
3
.
1
4

1
5
,
0
0
0
,
0
0
0

6
8
3
,
9
8
2

9
,
5
6
3
,
9
1
9

5
,
4
3
6
,
0
8
1

－
3
.
1
5

令
和
7
年
度

山
城
地
区

H
 
9
.
 
3
.
2
5

9
,
6
0
0
,
0
0
0

4
2
0
,
6
6
8

5
,
7
7
8
,
3
3
9

3
,
8
2
1
,
6
6
1

－
2
.
8
0

令
和
8
年
度

山
城
地
区

H
1
0
.
 
3
.
2
5

2
7
,
8
0
0
,
0
0
0

1
,
1
7
0
,
5
9
3

1
6
,
0
8
7
,
6
7
0

1
1
,
7
1
2
,
3
3
0

－
2
.
1
0

令
和
9
年
度

山
城
地
区

H
1
1
.
 
3
.
2
5

4
,
1
0
0
,
0
0
0

1
6
9
,
0
7
3

2
,
1
9
9
,
9
9
9

1
,
9
0
0
,
0
0
1

－
2
.
1
0

令
和
1
0
年
度

山
城
地
区

H
1
2
.
 
3
.
2
7

8
,
4
0
0
,
0
0
0

3
3
9
,
2
5
0

4
,
1
8
6
,
6
4
5

4
,
2
1
3
,
3
5
5

－
2
.
0
0

令
和
1
1
年
度

山
城
地
区

H
1
3
.
1
0
.
3
0

2
7
,
1
0
0
,
0
0
0

1
,
0
6
2
,
2
9
5

1
1
,
8
7
3
,
3
0
0

1
5
,
2
2
6
,
7
0
0

－
2
.
0
0

令
和
1
3
年
度

山
城
地
区

H
1
4
.
1
0
.
2
9

4
7
,
8
0
0
,
0
0
0

1
,
8
4
1
,
3
5
9

1
9
,
2
1
1
,
8
4
1

2
8
,
5
8
8
,
1
5
9

－
1
.
9
0

令
和
1
4
年
度

山
城
地
区

H
1
5
.
 
3
.
2
5

3
2
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
2
5
2
,
8
7
8

1
2
,
9
9
0
,
6
9
7

1
9
,
2
0
9
,
3
0
3

－
1
.
2
0

令
和
1
4
年
度

山
城
地
区

H
1
6
.
 
3
.
2
5

1
3
,
0
0
0
,
0
0
0

4
8
4
,
8
5
6

4
,
4
4
0
,
4
7
4

8
,
5
5
9
,
5
2
6

－
2
.
0
0

令
和
1
5
年
度

山
城
地
区

H
1
7
.
 
3
.
2
5

1
5
,
7
0
0
,
0
0
0

5
7
1
,
1
5
3

4
,
7
3
5
,
1
7
5

1
0
,
9
6
4
,
8
2
5

－
2
.
1
0

令
和
1
6
年
度

山
城
地
区

H
1
8
.
 
3
.
2
7

2
2
,
7
0
0
,
0
0
0

8
0
8
,
7
3
4

6
,
0
2
0
,
5
9
0

1
6
,
6
7
9
,
4
1
0

－
2
.
1
0

令
和
1
7
年
度

山
城
地
区

H
 
5
.
 
3
.
2
6

9
,
0
0
0
,
0
0
0

5
5
9
,
3
6
5

7
,
8
0
3
,
7
4
6

1
,
1
9
6
,
2
5
4

－
4
.
5
0

令
和
2
年
度

山
城
地
区

H
 
6
.
 
3
.
2
3

4
,
2
0
0
,
0
0
0

2
3
8
,
5
0
3

3
,
4
2
8
,
9
4
4

7
7
1
,
0
5
6

－
3
.
7
5

令
和
3
年
度

山
城
地
区

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金

財
務

大
臣

財
政

融
資

資
金
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当
年

度
償

還
高

償
還

高
累

計

償
還

高
利

率
種
　
　
　
　
　
類

償
還

終
期

備
考

発
行

年
月

日
発

行
総

額
未

償
還

残
高

発
行

価
額

H
 
6
.
 
3
.
2
3

8
,
6
0
0
,
0
0
0

4
8
6
,
8
3
4

7
,
0
2
7
,
6
8
2

1
,
5
7
2
,
3
1
8

－
3
.
7
0

令
和
3
年
度

山
城
地
区

H
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1 重要な会計方針に係る事項 
 
（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産は、事業用の材料で重要性に乏しいので低価法によらず先入 
      先出法による原価法とする。 
 
（２） 有形固定資産の減価償却の方法 

 （有形固定資産） 
  ・定額法により減価償却を行う。 
  ・主な耐用年数 
   建物      １０年～４５年 
   構築物     １０年～６０年 
   機械及び装置   ８年～２０年 
   工具・器具・備品 ４年～１５年 
   車両運搬具    ４年～ ６年 

    （リース資産） 
  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有

の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 
   
（３） 引当金の取り崩し及び計上方法 

  ・退職給付引当金 
      市長部局と締結した「公営企業職員の退職手当に係る取扱い関する覚書」

に基づき、退職給付引当金は引き当てておりません。 
 

・賞与等引当金 
前年度賞与引当分１８，１５７，０６５円を６月賞与支給時に全額取り崩

し、決算時において新たに翌年度６月賞与支給時のために１７，９６３，４

３６円を引き当てる。 
 

・貸倒引当金 
    債務の回収不能と見込まれる額を引き当てていた貸倒引当金１５，３２

６，８７０円から回収不能債権分と１５，２０６，２７６円を取り崩し、

会計上処理し、決算時において新たに６，０００，０００円を引き当てた

結果、貸倒引当金総額６，１２０，５９４円となる。 
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注   記   表 

 
1 重要な会計方針に係る事項 
 
（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産は、事業用の材料で重要性に乏しいので低価法によらず先入 
      先出法による原価法とする。 
 
（２） 有形固定資産の減価償却の方法 

 （有形固定資産） 
  ・定額法により減価償却を行う。 
  ・主な耐用年数 
   建物      １０年～４５年 
   構築物     １０年～６０年 
   機械及び装置   ８年～２０年 
   工具・器具・備品 ４年～１５年 
   車両運搬具    ４年～ ６年 

    （リース資産） 
  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、自己所有

の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 
   
（３） 引当金の取り崩し及び計上方法 

  ・退職給付引当金 
      市長部局と締結した「公営企業職員の退職手当に係る取扱い関する覚書」

に基づき、退職給付引当金は引き当てておりません。 
 

・賞与等引当金 
前年度賞与引当分１８，１５７，０６５円を６月賞与支給時に全額取り崩

し、決算時において新たに翌年度６月賞与支給時のために１７，９６３，４

３６円を引き当てる。 
 

・貸倒引当金 
    債務の回収不能と見込まれる額を引き当てていた貸倒引当金１５，３２

６，８７０円から回収不能債権分と１５，２０６，２７６円を取り崩し、

会計上処理し、決算時において新たに６，０００，０００円を引き当てた

結果、貸倒引当金総額６，１２０，５９４円となる。 
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（４） 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式により処理をしている。 
 

２ キャッシュ・フロー計算書に係る事項 
 
（１） キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 
 
（２） 重要な非資金取引 

所有権移転ファイナンス・リース取引にかかる３，０００，０００円以

上の資産は、平成２４年度に契約した工事積算システム一式５，６１７，５

２０円に係るものであり、平成２９年度でリース満了。（５年償却） 
     （平成３０年度末残存価格５６１，７５２円） 
 
３ 貸借対照表等に関する事項 
 
（１） 引当金の義務化      

 引当金の義務化により貸倒引当金を流動資産の減額、賞与等引当金を流動

負債で整理し、これまでの修繕引当金は特別修繕引当金とし、従来どおり固

定負債とする。 
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前 年 度 末 残 高 円

当 年 度 発 生 高 円

当 年 度 基 金 繰 入 高 円

当 年 度 末 残 高 円

平成３０年度　　財政調整基金積立金報告書

3,420,391,381

基　　　　　　金

3,502,174,941

18,216,440

100,000,000
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債権放棄報告書 

 

 木津川市債権管理条例（平成２８年木津川市条例第１２号）第１４条第１項の規定により、

次の債権を放棄しましたので、同条第２項の規定により報告します。 

【平成３０年度債権放棄調書】 

債権の名称 放棄した債権額 権利放棄した事由 件数（人） 

水道料金  第１号（生活保護・生活困窮者等）  

 第２号（破産等）  

13,900,439 円 第３号（時効経過） 646 人 

 第４号(死亡･行方不明者･少額債権者)  

合計 13,900,439 円  646 人 

  

【平成３０年度債権放棄調書】 

債権の名称 放棄した債権額 権利放棄した事由 件数（人） 

メーター使用料   第１号（生活保護・生活困窮者等）  

 第２号（破産等）  

101,141 円 第３号（時効経過） 290 人 

 第４号（死亡・行方不明者）  

合計 101,141 円  290 人 
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